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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

  

回次 第96期中 第97期中 第98期中 第96期 第97期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高(百万円) 18,608 18,486 21,316 43,913 39,734 

経常利益(百万円) 472 1,014 623 1,442 1,740 

中間（当期）純利益(百万円) 199 828 738 1,041 1,010 

純資産額(百万円) 21,330 25,155 26,886 24,013 24,005 

総資産額(百万円) 51,018 54,485 59,578 54,458 55,957 

１株当たり純資産額(円) 154.21 181.83 194.42 173.55 173.57 

１株当たり中間(当期)純利益金額

(円) 
1.44 5.99 5.34 7.53 7.31 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額(円) 
－ － － － － 

自己資本比率(％) 41.8 46.2 45.1 44.1 42.9 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
8 △735 △6 207 1,270 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
△450 500 957 44 542 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー(百万円) 
△66 △1,257 △645 497 △1,910 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高(百万円) 
5,447 5,150 6,828 6,598 6,475 

従業員数（外、平均臨時雇用人

員）(人) 

577 

（ 296）

554 

（ 222）

550 

（ 376）

564 

（ 296）

525 

（ 228）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注） 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

回次 第96期中 第97期中 第98期中 第96期 第97期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 8,951 11,597 9,399 22,754 24,316 

経常利益 (百万円) 207 631 570 465 1,020 

中間（当期）純利益 (百万円) 93 524 469 395 380 

資本金 (百万円) 18,580 18,580 18,580 18,580 18,580 

発行済株式総数 (株) 138,730,741 138,730,741 138,730,741 138,730,741 138,730,741 

純資産額 (百万円) 22,306 25,340 26,279 24,403 23,737 

総資産額 (百万円) 40,734 45,908 47,516 46,085 45,724 

１株当たり中間(年間)配

当額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 54.8 55.2 55.3 53.0 51.9 

従業員数（外、平均臨時雇用人

員）(人) 

174 

  

169 

（  19）

161 

（  19）

173 

  

157 

 （  20）



４【従業員の状況】 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除く）であり、臨時雇用者数（季節工、

人材会社からの派遣社員を含む）は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除く）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含

む）は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

(1）連結会社の状況 平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

物流システム事業 278 (36) 

機械・プラント事業 182 (313) 

建築事業 18 (2) 

その他事業 38 (20) 

全社（共通） 34 (5) 

合計 550 (376) 

(2）提出会社の状況 平成17年９月30日現在

従業員数（人） 161 (19) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の国内経済は、原油価格の高騰、米中経済の失速懸念等の様々なリスク要因を抱えながらも

好調な設備投資と底堅い個人消費とがかみ合い、昨年半ばから続いていた「踊り場」を抜け出し、緩やかに回復し

てきている。 

 このようなマクロの経済環境の中、物流システム事業分野では、物流アウトソーシング化の拡大、流通業界の再

編等により、物流拠点の整備・集約化、共同配送等が進展する見通しであり、物流センター等への積極的な投資が

一部に見られる状況となってきた。機械・プラント事業分野では、世界的なエネルギー需要の増大に伴い、各産油

国は石油増産投資を拡大させつつある。特に、環境負荷の少ないＬＮＧの需要は旺盛で、中東、アフリカ、東南ア

ジア、中南米、豪州の産出地域、米国をはじめとした中国、韓国、欧州他の需要国とも、ＬＮＧ貯蔵設備に対する

投資が活況を呈している。一方、建築事業分野では、受注競争が激化する中、建築資材の高騰等により、厳しい環

境が続いている。 

 当社グループは、このような事業環境にあって、売上面では、物流システム事業部門の売上が伸長したことから

大幅増加し、利益面では、機械・プラント事業部門が大幅増益となった前年同期に及ばないものの、相応の水準を

確保することができた。当中間連結会計期間の売上高は、213億１千６百万円（前年同期比15.3％増）、経常利益

は６億２千３百万円（前年同期比38.6％減）となり、中間純利益は７億３千８百万円（前年同期比10.8％減）とな

った。 

 事業の種類別セグメントの業績は次の通りである。 

① 物流システム事業 

 得意とするピッキングシステムやＷＭＳ（物流管理用情報システム）等のＩＴを絡めた物流システムに注力し、

積極的な営業活動を展開したことにより、前年同期を上回る受注を確保した。売上面では、生協、量販店、委託運

輸向けが堅調に推移し、生協向け大型工事も予定通り完成したこともあり、売上高は前年同期に比べ大幅に増加し

た。また、引続き生産性の向上を図ったことにより、収益面でも増益を達成することができた。 

 物流システム事業の売上高は102億７千万円（前年同期比64.5％増）、営業利益は２億４千２百万円（同280.8％

増）となった。 

② 機械・プラント事業 

 エネルギー関連投資の活発な事業環境下、石油、ＬＰＧ、ＬＮＧを貯蔵する常温常圧タンク、低温・極低温タン

クに対する海外よりの引合いが活発になり、専門メーカーとしての技術力・信頼性と国際的な競争力の強みを活か

して、納入実績の豊富な中東及び東南アジアを中心に、積極的に営業活動を展開してきた。その結果、今回初めて

イエメン向けにＬＮＧ貯蔵用の大型タンク２基を受注した。 

 一方、国内市場に対しても、新設ＬＮＧ案件の受注を目指し営業活動に注力するとともに、消防法の一部改正に

より、浮屋根式貯槽の耐震改修工事に対する需要増が期待されるメンテナンス業務を組織面、営業面から強化し、

受注拡大に結びつけることができた。 

 収益面では、現在建設中の国内外のＬＰＧ、ＬＮＧタンク建設工事の多くが完成時期を迎える中、堅実に売上・

利益を計上することができた。鋼材をはじめ、原材料価格の高騰などコストアップ要因があるものの、コスト管理

を徹底することにより、確実な収益確保に努めている。 

 機械・プラント事業の売上高は68億２千５百万円（前年同期比0.9％増）、営業利益は１億７千万円（同69.6％

減）となった。 

③ 建築事業 

 主力事業の賃貸用共同住宅の建築分野において、従前より営業方針を採算重視にしたこと等で売上が減少した。

引続き安定した収益体制を維持していく。また、その他の建築分野においても、事業規模・分野の拡大や更なる強

化・改善に努めている。 

 建築事業の売上高は22億７千１百万円（前年同期比41.2％減）、営業利益は２千８百万円（同69.4％減）となっ

た。 

④ その他事業 

 上記に属さない業種を担っている当社グループ各社は、それぞれの分野での業容拡大、発展に注力しており、売

上高は、19億４千８百万円（前年同期比20.4％増）、営業利益は１億６千５百万円（同52.3％増）となった。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前中間連結会計

期間末残高より16億７千７百万円増加し、当中間連結会計期間末残高は68億２千８百万円（前年同期比32.6％増）

となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、６百万円（前中間連結会計期間は７億３千５百万円の使用）となった。 

 これは、税金等調整前中間純利益に対し、仕入債務の増加、売上債権の減少という増加要因があった一方で、た

な卸資産の増加、前受金の減少という減少要因があったことによる。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、９億５千７百万円（前中間連結会計期間は５億円の獲得）となった。 

 これは固定資産の取得という減少要因があった一方で、投資有価証券の売却による収入という増加要因があった

ことによる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、６億４千５百万円（前中間連結会計期間は12億５千７百万円の使用）となっ

た。 

 これは、前年に引続く有利子負債の削減に努めたことがその主な要因である。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっている。 

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における各事業の受注状況を示すと、次の通りである。 

 なお一部の見込生産を除き、受注生産を行っている。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次の通りである。 

３．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

物流システム事業 10,270 164.4 

機械・プラント事業 6,825 100.9 

建築事業 2,271 52.4 

合計 19,367 111.7 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

物流システム事業 8,656 127.1 14,942 101.1 

機械・プラント事業 10,732 159.9 19,973 115.7 

建築事業 2,988 96.7 2,326 97.3 

合計 22,377 134.7 37,241 108.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

物流システム事業 10,270 164.5 

機械・プラント事業 6,825 100.9 

建築事業 2,271 58.8 

その他事業 1,948 120.4 

合計 21,316 115.3 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日本生活協同組合連合会 － － 3,599 16.9 

株式会社レオパレス21 4,188 22.7 2,704 12.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 物流システムは企業戦略上最重要課題として認識されており、各企業の注目度も極めて高いものがある。当社グル

ープでは、物流システムを事業のひとつの重要な柱としてとらえており、研究開発活動にも力を注いでいる。 

 現在、研究開発は子会社のトーヨーカネツ ソリューションズ㈱の開発部で進められており、新たなユーザーニー

ズを掘り起こした各種物流機器の開発及びそれらを有機的に統合するソフトウエア技術の開発、また、従来から保有

している機器についても、より一層のコストダウンと機能向上に努めている。なお、機械・プラント、建築、その他

事業においては、継続した研究開発を行っていない事業や研究開発自体必要としない事業等、特定のセグメントに関

連付けることが困難であり、また、金額的にも影響がないことから、物流システム事業を中心に記載している。 

 当中間連結会計期間の主な研究開発は次の通りである。研究開発活動として、研究開発関連の人件費58百万円を含

む153百万円を、当中間連結会計期間に投入した。 

１．ピッキングシステムの開発 

(1）新集品システム開発 

 まったく新しいコンセプトに基づく省人化大規模集品システム開発し、本年度２物件受注し、稼動を始めた。他

のユーザからの問い合わせも数多く、大きな反響となっている。今期はこの新集品システムの適応範囲を拡大し、

更に様々な分野に適応すべく開発を継続している。  

(2）デジタルピッキングシステム  

 主力商品のひとつであり、業界の標準機種となっているコンベヤ連動タイプのデジタルピッキング指示システム

（スーパーピックディレクターⅡ、略称ＳＰＤ－Ⅱ）の競争力を維持するために、更に進化させた次世代のデジタ

ルピッキング指示システム（ＳＰＤ－Ⅲ）の開発を推進中である。  

２．コンベヤ 

 代理店販売を行うコンベヤ群の充実を図るべく、新たな機種を開発実施中である。 

また、当社の強みである高速コンベヤについても、競争力を維持すべく、新高速コンベヤを開発中である。 

３．仕分け装置 

 好評を博している磁石切替方式のスライドシュー型ソータ機種（ニューポジソータ、パーセルポジソータ、ミニ

ポジソータ）の競争力を維持するため、低コスト化、高能力化を目指し第３世代の開発を実施中である。 

 また一般のコンベヤラインに容易に導入可能な、中能力ソータシステムも開発を進めている。  

４．ＩＣタグ（ＲＦＩＤ）による認識システムの構築 

 バーコードに変わる将来の自動認識媒体として、世間の大きな注目を浴びているＩＣタグ（ＲＦＩＤ）について

物流分野での応用を推進するために、千葉工場内に専用の検証設備を設け、実用化に向けた実験を重ねている。ま

たＲＦＩＤの推進に向けて目的を同じくする企業とアライアンスを組み、ユーザに向けて積極的な啓蒙活動を行な

っている。 

５．リライタブルラベルシステムの開発 

 通い箱にラベルを張って運用する事例は良く見られるが、ラベルを貼らずに、何度も書き換えるシステム「リラ

イタブルラベルシステム」の開発に成功し、試作機を自動認識展にて発表した。反響は予想以上に好評であった。

現在製品化に向けて、実験を重ねている。 

６．上記以外にも、その他パレタイジングロボット、空港手荷物搬送システムに関わる開発等、ユーザーニーズに対

応した自動化・合理化機器の研究開発に取組んでいる。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、特記すべき重要な設備の新設、除却等の計画はない。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 所有株式数は、単位未満を切捨てて表示している。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 297,000,000 

計 297,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 138,730,741 同左  
㈱東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 138,730,741 同左  － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日 
－ 138,730,741 － 18,580 － 1,102 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 6,841 4.93 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 5,934 4.27 

日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 4,605 3.32 

株式会社レオパレス21 東京都中野区本町二丁目54番11号 3,500 2.52 

株式会社みずほ銀行  東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,006 2.16 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社信託口 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,476 1.78 

大栄不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町一丁目１番８号 2,125 1.53 

ロイヤルトラストコープオブ

カナダ、クライアントアカウ

ント（常任代理人スタンダー

ドチャータード銀行） 

東京都千代田区永田町二丁目11番１号 2,000 1.44 

株式会社メタルワン 東京都港区芝三丁目23番１号 1,539 1.10 

新日本製鐵株式会社  東京都千代田区大手町二丁目６番３号  1,519 1.09 

計 － 33,548 24.18 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が42,000株（議決権の数42個）含まれ

ている。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が3,000株（議決権の数３

個）ある。 

 なお、当該株式は、上記「① 発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めている。

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はない。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   252,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 137,112,000 137,112 － 

単元未満株式 普通株式   1,366,741 － － 

発行済株式総数 138,730,741 － － 

総株主の議決権 － 137,112 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

トーヨーカネツ株式会社 
東京都江東区東砂八

丁目19番20号 
252,000 － 252,000 0.18 

計 － 252,000 － 252,000 0.18 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 198 176 171 179 205 283 

最低（円） 164 152 157 162 171 191 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※１  5,274   7,005   6,605  

２．受取手形及び売掛金   9,914   9,264   9,764  

３．たな卸資産   4,871   7,462   5,822  

４．その他   1,838   686   695  

貸倒引当金   △587   △91   △92  

流動資産合計   21,310 39.1  24,327 40.8  22,795 40.7 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※2,3          

(1）建物及び構築物  3,972   3,498   3,637   

(2）土地  9,767   9,243   9,821   

(3）リース資産  2,495   2,548   2,355   

(4）その他  777 17,013  682 15,972  729 16,543  

２．無形固定資産   270   278   317  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※３ 12,920   15,450   12,428   

(2）その他  3,609   4,506   4,913   

貸倒引当金  △638 15,891  △956 19,000  △1,041 16,300  

固定資産合計   33,174 60.9  35,250 59.2  33,161 59.3 

資産合計   54,485 100.0  59,578 100.0  55,957 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   1,739   2,576   1,963  

２．短期借入金 ※３  8,570   9,038   9,497  

３．未払費用   2,460   3,171   3,475  

４．前受金   2,829   3,982   4,520  

５．賞与引当金    173   182   163  

６．受注工事損失引当金    －   217   157  

７．その他   413   989   642  

流動負債合計   16,188 29.7  20,156 33.9  20,419 36.5 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※３  4,403   2,754   2,843  

２．繰延税金負債   2,425   3,828   2,428  

３．再評価に係る繰延税
金負債   1,115   2,174   2,409  

４．退職給付引当金   5,050   3,669   3,686  

５．役員退職慰労引当金   115   84   132  

６．その他   5   17   5  

固定負債合計   13,116 24.1  12,528 21.0  11,506 20.6 

負債合計   29,305 53.8  32,685 54.9  31,926 57.1 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   25 0.0  6 0.0  25 0.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   18,580 34.1  18,580 31.2  18,580 33.2 

Ⅱ 資本剰余金   1,104 2.0  1,104 1.8  1,104 2.0 

Ⅲ 利益剰余金   796 1.5  1,658 2.8  979 1.8 

Ⅳ 土地再評価差額金   1,625 3.0  391 0.6  331 0.6 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金   3,746 6.9  5,885 9.9  3,720 6.6 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △649 △1.2  △676 △1.1  △656 △1.2 

Ⅶ 自己株式   △47 △0.1  △57 △0.1  △53 △0.1 

資本合計   25,155 46.2  26,886 45.1  24,005 42.9 

負債、少数株主持分及
び資本合計   54,485 100.0  59,578 100.0  55,957 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   18,486 100.0  21,316 100.0  39,734 100.0 

Ⅱ 売上原価   16,241 87.9  19,162 89.9  35,185 88.6 

売上総利益   2,245 12.1  2,153 10.1  4,548 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,616 8.7  1,658 7.8  3,200 8.1 

営業利益   628 3.4  495 2.3  1,348 3.3 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  33   22   60   

２．受取配当金  142   187   155   

３．持分法による投資利
益  331   －   468   

４．為替差益  －   76   －   

５．その他  72 579 3.1 63 350 1.6 111 795 2.0 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  184   161   341   

２．持分法による投資損
失  －   40   －   

３．その他  9 193 1.0 20 221 1.0 62 403 1.0 

経常利益   1,014 5.5  623 2.9  1,740 4.3 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 17   －   45   

２．投資有価証券売却益  42   502   328   

３．貸倒引当金戻入額  27   15   37   

４．退職給付制度終了益  －   70   －   

５．その他  0 87 0.5 132 721 3.4 1 412 1.0 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ －   －   17   

２．固定資産除却損 ※４ 28   18   219   

３．減損損失 ※５ －   699   －   

４．投資有価証券評価損  4   0   263   

５．会員権評価損   －   －   136   

６．貸倒引当金繰入額  12   －   24   

７．役員退職慰労金  33   －   33   

８．過年度役員退職慰労
引当金繰入額  100   －   100   

９．特別退職金   －   －   161   

10．リース資産減価償却
費  

※６ －   99   －   

11．その他  33 212 1.2 38 856 4.0 111 1,066 2.6 

税金等調整前中間（当
期）純利益   889 4.8  488 2.3  1,086 2.7 

法人税、住民税及び事
業税  58   31   87   

法人税等調整額  4 63 0.3 △239 △207 △1.0 △11 75 0.2 

少数株主損失   1 0.0  42 0.2  0 0.0 

中間（当期）純利益   828 4.5  738 3.5  1,010 2.5 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,064  1,104  3,064 

Ⅱ 資本剰余金減少高        

１．欠損てん補による資本準
備金取崩額 

 1,960 1,960 － － 1,960 1,960 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

  1,104  1,104  1,104 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △1,985  979  △1,985 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  828  738  1,010  

２．資本準備金による欠損て
ん補額 

 1,960 2,788 － 738 1,960 2,971 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．土地再評価差額金取崩額  6 6 60 60 6 6 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

  796  1,658  979 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

１．税金等調整前中間（当
期）純利益 

 889 488 1,086 

２．減価償却費  562 789 1,239 

３．減損損失   － 699 － 

４．貸倒引当金の増加額 
（△減少額） 

 △19 △85 △112 

５．賞与引当金の増加額 
（△減少額） 

 29 18 19 

６．退職給付引当金の増加額
（△減少額） 

 △91 △17 △1,455 

７．役員退職慰労引当金の増
加額（△減少額） 

 115 △48 132 

８．受注工事損失引当金の増
加額（△減少額） 

 － 60 157 

９．受取利息及び受取配当金  △176 △210 △215 

10．支払利息  184 161 341 

11．為替差損益  △33 31 75 

12．持分法による投資損益  △331 40 △468 

13．投資有価証券売却損益  △42 △502 △328 

14．投資有価証券評価損  4 0 263 

15．会員権評価損   － － 136 

16．有形・無形固定資産売却
損益 

 △17 － △28 

17．有形・無形固定資産除却
損 

 28 18 219 

18．売上債権の減少額  
（△増加額） 

 △547 650 △406 

19．たな卸資産の減少額  
（△増加額） 

 △1,136 △1,639 △2,089 

20．仕入債務の増加額  
（△減少額） 

 △928 288 325 

21．前受金の増加額   
（△減少額） 

 932 △538 2,624 

22．その他  △82 △168 △12 

小計  △657 37 1,505 

23．利息及び配当金の受取額  184 218 223 

24．利息の支払額  △184 △164 △332 

25．法人税等の支払額  △77 △97 △129 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △735 △6 1,270 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

１．定期預金の預入による支
出 

 △40 △83 △40 

２．定期預金の払戻による収
入 

 49 36 44 

３．有形・無形固定資産の取
得による支出 

 △800 △369 △1,302 

４．有形・無形固定資産の売
却による収入 

 208 89 334 

５．有形・無形固定資産の除
却による支出  

 － － △12 

６．投資有価証券の取得によ
る支出 

 △2 △1 △3 

７．投資有価証券の売却によ
る収入 

 78 969 756 

８．連結子会社株式の取得に
よる支出 

 △10 － △10 

９．営業権譲受による支出   － － △92 

10．貸付けによる支出  △2 － △516 

11．貸付金の回収による収入  1,060 447 1,564 

12．長期前払費用に係る支出  － △278 － 

13．その他  △41 147 △181 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 500 957 542 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

１．短期借入金の純増加額
（△純減少額） 

 △535 1,089 △591 

２．長期借入れによる収入  1,530 1,200 2,180 

３．長期借入金の返済による
支出 

 △2,243 △2,931 △3,490 

４．その他  △8 △4 △10 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,257 △645 △1,910 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 43 47 △23 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（△減少額） 

 △1,448 352 △122 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 6,598 6,475 6,598 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※１ 5,150 6,828 6,475 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 10社 

連結子会社名 

トーヨーカネツ ソリューシ

ョンズ㈱ 

ケイ・テクノ㈱ 

トーコーリース㈱ 

㈱トーヨーサービスシステ

ム 

グローバルエイト㈱ 

トーヨーカネツインドネシ

ア社 

アル・ガリーラエンジニア

リングアンドコンストラク

ション社 

ティーケーケーエンジニア

リング社 

ルーツーリスト社 

ティーケーケー－ユーエス

エー社 

 子会社は全て連結している。 

  

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ９社 

連結子会社名 

トーヨーカネツ ソリューシ

ョンズ㈱ 

ケイ・テクノ㈱ 

㈱ティケイエル 

㈱トーヨーサービスシステ

ム 

グローバルエイト㈱ 

トーヨーカネツインドネシ

ア社 

アル・ガリーラエンジニア

リングアンドコンストラク

ション社 

ティーケーケーエンジニア

リング社 

ティーケーケー－ユーエス

エー社 

 子会社は全て連結している。  

 なお、ルーツーリスト社は、

当中間連結会計期間において清

算したため、連結の範囲から除

いている。 

 また、㈱ティケイエルは、ト

ーコーリース㈱が商号変更した

ものである。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 10社 

連結子会社名 

トーヨーカネツ ソリューシ

ョンズ㈱ 

ケイ・テクノ㈱ 

トーコーリース㈱ 

㈱トーヨーサービスシステ

ム 

グローバルエイト㈱ 

トーヨーカネツインドネシ

ア社 

アル・ガリーラエンジニア

リングアンドコンストラク

ション社 

ティーケーケーエンジニア

リング社 

ルーツーリスト社 

ティーケーケー－ユーエス

エー社 

 子会社は全て連結している。  

  

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

５社 

(1）持分法適用の関連会社数 

同左 

(1）持分法適用の関連会社数 

同左 

主要な会社名 

トーヨーコーケン㈱ 

トーヨーミヤマ工業㈱ 

トーヨーカネツマレーシア

社 

㈱マナビス 

㈱片山組 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2）持分法の適用会社のうち、中

間決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の中

間会計期間に係る財務諸表を使

用している。 

(2）     同左 (2）持分法の適用会社のうち、決

算日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度に

係る財務諸表を使用している。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち、トーヨーカ

ネツインドネシア社、アル・ガリ

ーラエンジニアリングアンドコン

ストラクション社、ティーケーケ

ーエンジニアリング社、ルーツー

リスト社及びティーケーケー－ユ

ーエスエー社は、６月30日で中間

決算に準じた仮決算を行ってい

る。中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、６月30日現在で中間決

算に準じた仮決算を行った中間財

務諸表を基礎としている。ただ

し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上必

要な調整を行っている。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち、トーヨーカ

ネツインドネシア社、アル・ガリ

ーラエンジニアリングアンドコン

ストラクション社、ティーケーケ

ーエンジニアリング社及びティー

ケーケー－ユーエスエー社は、６

月30日で中間決算に準じた仮決算

を行っている。中間連結財務諸表

の作成にあたっては、６月30日現

在で中間決算に準じた仮決算を行

った中間財務諸表を基礎としてい

る。ただし、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っている。 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社のうち、トーヨーカ

ネツインドネシア社、アル・ガリ

ーラエンジニアリングアンドコン

ストラクション社、ティーケーケ

ーエンジニアリング社、ルーツー

リスト社及びティーケーケー－ユ

ーエスエー社の決算日は12月31日

である。連結財務諸表の作成にあ

たっては、12月31日現在の決算財

務諸表を採用している。ただし、

連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整

を行っている。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

イ）時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

イ）時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

イ）時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

ロ）時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ロ）時価のないもの 

同左 

ロ）時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

 時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

イ）原材料 

 移動平均法による原価法 

ロ）仕掛品、貯蔵品 

 個別法による原価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は所

在地国の会計基準の規定に基

づく定額法によっている。 

 ただし、当社及び国内連結

子会社については、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は次の

通りである。 

建物及び構築物  ３～50年 

機械装置及び運搬具 

２～17年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

① 有形固定資産 

社用資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は所

在地国の会計基準の規定に基

づく定額法によっている。 

 ただし、当社及び国内連結

子会社については、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は次の

通りである。  

建物及び構築物  ３～50年  

機械装置     10～15年  

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は所

在地国の会計基準の規定に基

づく定額法によっている。 

 ただし、当社及び国内連結

子会社については、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は次の

通りである。 

建物及び構築物  ３～50年 

機械装置     10～15年 

 リース資産 

 リース期間を償却年数とす

る定額法 

（会計処理方法の変更及び償

却年数の変更） 

 リース資産の減価償却方法

及び償却年数は、従来、経済

的耐用年数による定率法で処

理していたが、リース契約期

間と従来の償却年数の乖離が

大きな契約が増加したため、

当中間連結会計期間よりリー

ス契約期間を償却年数とする

こととし、かつリース契約の

今後の多様化に備えリース収

益と減価償却費の期間対応を

より適切に図るため、定額法

に変更した。 

 この結果、従来の方法と比

較して、当中間連結会計期間

の減価償却費は117百万円増加

し、営業利益及び経常利益は

それぞれ18百万円減少し、さ

らに税金等調整前中間純利益

は117百万円減少している。 

 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  なお、そのうちリース契約

期間による定率法から定額法

に会計処理方法を変更した部

分の影響額は、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間

純利益の増加がそれぞれ51百

万円である。また、償却年数

を変更した部分の影響額は、

営業利益及び経常利益の減少

がそれぞれ69百万円、税金等

調整前中間純利益の減少が168

百万円である。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、（セグメント情

報）に記載している。  

 

② 無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用し

ている。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給のため、

当連結会計年度下期の支給見

込額のうち、当中間連結会計

期間に帰属する部分の金額を

計上している。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給のため、

翌連結会計年度の支給見込額

のうち、当連結会計年度に帰

属する部分の金額を計上して

いる。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

 数理計算上の差異について

は、発生年度に全額を費用処

理している。 

③ 退職給付引当金 

同左 

  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

いる。 

 なお、数理計算上の差異に

ついては、発生年度に全額を

費用処理している。 

（追加情報） 

 当社及び連結子会社のトー

ヨーカネツ ソリューションズ

㈱において、平成17年４月１

日より従来の適格退職年金制

度の一部を確定拠出年金制度

に移行している。この制度移

行による適格退職年金制度の

一部終了が翌連結会計年度に

与える影響額は退職給付引当

金の減少70百万円及び同額の

特別利益の計上である。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内部規程に基づ

く当中間連結会計期間末要支

給額を計上している。  

（会計処理方法の変更）  

 役員退職慰労金は、従来、

支給時の費用として処理して

いたが、役員退職慰労金を引

当計上する会計慣行の定着化

を踏まえ、また、役員退職時

の一時的な費用を役員の在任

期間に適正に配分することに

より期間損益の適正化を図る

ため、当中間連結会計期間か

ら内部規程に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を引当

計上する方法に変更した。 

 この変更に伴い、当中間連

結会計期間発生額15百万円を

販売費及び一般管理費に、ま

た過年度相当額100百万円につ

いては特別損失に一括計上し

ている。この結果、従来の方

法によった場合と比較して、

営業利益、経常利益は15百万

円、税金等調整前中間純利益

は115百万円それぞれ減少して

いる。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内部規程に基づ

く当中間連結会計期間末要支

給額を計上している。  

  

  

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内部規程に基づ

く当連結会計年度末要支給額

を計上している。  

（会計処理方法の変更） 

 役員退職慰労金は、従来、

支給時の費用として処理して

いたが、役員退職慰労金を引

当計上する会計慣行の定着化

を踏まえ、また、役員退職時

の一時的な費用を役員の在任

期間に適正に配分することに

より期間損益の適正化を図る

ため、当連結会計年度から内

部規程に基づく当連結会計年

度末要支給額を引当計上する

方法に変更した。  

 この変更に伴い、当連結会

計年度発生額32百万円を販売

費及び一般管理費に、また、

過年度相当額100百万円につい

ては特別損失に一括計上して

いる。この結果、従来の方法

によった場合と比較して、営

業利益、経常利益は32百万

円、税金等調整前当期純利益

は132百万円それぞれ減少して

いる。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

⑤   ────── 

  

  

  

⑤ 受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、手持ち受注工事のうち当

中間連結会計期間末において

損失額を合理的に見積もるこ

とができる工事については、

将来発生が見込まれる損失額

を引当計上している。 

  

  

⑤ 受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、手持ち受注工事のうち当

連結会計年度末において損失

額を合理的に見積もることが

できる工事については、将来

発生が見込まれる損失額を引

当計上している。 

（追加情報） 

 受注工事の損失は、当連結

会計年度においてより適正に

工事原価の見積もりを行った

結果、将来の損失の発生が見

込まれる受注工事について損

失見込額を引当計上すること

とした。 

 この会計処理により、売上

総利益、営業利益、経常利

益、税金等調整前当期純利益

は157百万円それぞれ減少して

いる。  

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの一部につい

ては、従来、繰延ヘッジ処理

によっていたが、ヘッジ会計

の要件が充たされなくなった

ため、当該処理を中止してい

る。なお、為替予約取引につ

いて振当処理の要件を充たし

ている場合は振当処理を、金

利スワップについて特例処理

の要件を充たしている場合に

は特例処理を採用している。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 為替予約取引及び金利ス

ワップ取引 

ヘッジ対象 

 外貨建予定取引及び借入

金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ ヘッジ方針 

 当社グループは、為替予約

取引及び金利スワップ取引に

ついて、取引単体で積極的に

投機目的で行わず、為替相場

変動リスク及び金利変動リス

クを回避する目的としてのみ

使用している。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の

キャッシュ・フローを事前に

比較・検討し、有効性を確認

している。ただし、特例処理

によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省

略している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

(6）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜

方式によっている。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

同左 

② 売上計上基準 

 当社は、着工の日から引渡

の期日までの期間が１年以上

にわたる長期工事については

工事進行基準を、それ以外の

ものについては完成基準及び

引渡基準を採用している。 

② 売上計上基準 

同左 

② 売上計上基準 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に関

して僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなる。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、

「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号）を適用してい

る。これにより税金等調整前中

間純利益が699百万円減少してい

る。  

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づき、各資産の金額

から直接控除している。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── 

  

（中間連結損益計算書） 

  「為替差益」は、前中間連結会計期間まで営業外収

益の「その他」に含めて表示していたが、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記している。 

  なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「為替差益」は42百万円である。 

────── 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

  投資活動によるキャッシュ・フローの「長期前払費

用に係る支出」は、前中間連結会計期間は「その他」

に含めて表示していたが、金額的重要性が増したため

区分掲記している。 

  なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「長期前払費用に係る支出」は△０百万円であ

る。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１   ────── 

  

  

  

  

  

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、14,052百万円である。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りである。 

※１ 当座預金５万ＵＡＥディルハ

ム（１百万円）は、アラブ首長

国連邦における法人登録に関

し、同国経済計画省に差入れた

銀行保証状発行の見返りとして

発行銀行により拘束されてい

る。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、14,010百万円である。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りである。 

※１   ────── 

  

  

  

  

  

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、13,858百万円である。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りである。 

担保資産 担保資産 担保資産 

建物 1,641百万円

機械装置 38百万円

土地 7,194百万円

計 8,875百万円

建物 1,537百万円

機械装置 33百万円

土地 6,693百万円

計 8,263百万円

建物    1,587百万円

機械装置   33百万円

土地    7,208百万円

計 8,829百万円

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物 823百万円

機械装置 38百万円

土地 5,983百万円

計 6,844百万円

建物 768百万円

機械装置 33百万円

土地 5,458百万円

計 6,260百万円

建物 794百万円

機械装置 33百万円

土地 5,983百万円

計 6,811百万円

 なお、土地は再評価後の金額

によるものである。 

 なお、土地は再評価後の金額

によるものである。 

 なお、土地は再評価後の金額

によるものである。 

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

短期借入金 1,104百万円

長期借入金 2,931百万円

計 4,035百万円

短期借入金 2,150百万円

長期借入金 1,410百万円

計 3,560百万円

短期借入金 1,260百万円

長期借入金 2,538百万円

計 3,798百万円

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

短期借入金 530百万円

長期借入金 2,291百万円

計 2,821百万円

短期借入金 1,150百万円

長期借入金 1,270百万円

計 2,420百万円

短期借入金 680百万円

長期借入金   1,898百万円

計  2,578百万円

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

る。 

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

る。 

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

る。 

担保有価証券 担保有価証券 担保有価証券 

投資有価証券 3,384百万円 投資有価証券 4,789百万円 投資有価証券 3,612百万円

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

短期借入金 1,339百万円

長期借入金 957百万円

計 2,296百万円

短期借入金 1,169百万円

長期借入金 565百万円

計 1,734百万円

短期借入金 1,072百万円

長期借入金 912百万円

計  1,985百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

連結子会社以外の会社の銀行

借入等に対し、債務保証を行っ

ている。 

連結子会社以外の会社の銀行

借入等に対し、債務保証を行っ

ている。 

連結子会社以外の会社の銀行

借入等に対し、債務保証を行っ

ている。 

トーヨーミヤマ

工業㈱ 
861百万円

トーヨーカネツ

マレーシア社 
 15百万円

計 877百万円

トーヨーミヤマ

工業㈱ 
936百万円

トーヨーカネツ

マレーシア社 
   66百万円

計 1,003百万円

トーヨーミヤマ

工業㈱ 
1,009百万円

トーヨーカネツ

マレーシア社 
   35百万円

計 1,044百万円

 ５ 受取手形割引高  7百万円  ５   ──────   ５ 受取手形割引高   11百万円

  受取手形裏書譲

渡高 
 11百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

である。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

である。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

である。 

給料手当 597百万円

賞与引当金繰入額 56百万円

退職給付費用  94百万円

給料手当 581百万円

賞与引当金繰入額 62百万円

退職給付費用  97百万円

給料手当 1,189百万円

賞与引当金繰入額 58百万円

退職給付費用 151百万円

※２ 固定資産売却益の主要なもの

は、土地の16百万円である。 

※２    ────── ※２ 固定資産売却益の主要なもの

は、建物の21百万円である。 

※３    ────── ※３    ────── ※３ 固定資産売却損の主要なもの

は、機械装置の16百万円であ

る。 

※４ 固定資産除却損の主要なもの

は、建物及び機械装置の28百万

円である。 

※４ 固定資産除却損の主要なもの

は、機械装置の10百万円であ

る。 

※４ 固定資産除却損の主要なもの

は、建物の187百万円である。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５    ────── ※５ 減損損失 

   当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上してい

る。 

※５    ──────  

  場所 用途  種類  

千葉県木更津市 遊休資産 土地、建物 

福島県西郷村他 遊休資産 土地  

神奈川県横浜市他賃貸資産 土地  

 

    （経緯）  

   遊休資産については、将来の用

途が定まっていないため減損損失

を認識している。また、賃貸資産

の一部については地価の下落が生

じているため、減損損失を認識し

ている。 

  

    （減損損失の内訳）  

   減損損失の内訳は、次の通りで

ある。 

  

 土地   665百万円

建物   33百万円

計  699百万円

 

    （グルーピングの方法）  

   当社グループは、事業の種類別

セグメント及び賃貸資産を基礎と

してグルーピングを行っている

が、重要な賃貸資産及び遊休資産

については、個々の資産単位でグ

ルーピングを行っている。 

  

    （回収可能額の算定方法等）  

   遊休資産のうち土地の回収可能

価額については、正味売却価額に

より算定しており、不動産鑑定士

による鑑定評価のほか、公示路線

価を使用している。また、遊休資

産のうち建物については、備忘価

額により算定している。 

   賃貸資産の一部の土地の回収可能

価額については、使用価値により

算定しており、将来キャッシュ・

フローの見積額を3.0％に割引いて

算定している。 

  

※６    ────── ※６ リース資産減価償却費 

   リース資産の減価償却の方法の

変更に伴い計上された減価償却費

のうち、前連結会計年度までの減

価償却累計額の修正に係る額を計

上している。  

※６    ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期 

末残高と中間連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲載され

ている科目の金額との関係 

平成16年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成17年３月31日現在 

現金及び預金勘定 5,274百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△124百万円

現金及び現金同等

物 
5,150百万円

現金及び預金勘定 7,005百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△176百万円

拘束性預金 △1百万円

現金及び現金同等

物 
6,828百万円

現金及び預金勘定 6,605百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△130百万円

現金及び現金同等

物 
 6,475百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．借手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．借手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．借手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

機械装置

及び運搬

具 

 
工具器具

及び備品 
 合計 

  百万円  百万円  百万円 

取得価額相

当額 
 1,498  2,277  3,776 

減価償却累

計額相当額 
 623  663  1,286 

中間期末残

高相当額 
 874  1,614  2,489 

  

機械装置

及び運搬

具 

 
工具器具

及び備品
 合計 

  百万円  百万円  百万円 

取得価額相

当額 
 1,484  2,256  3,740 

減価償却累

計額相当額 
 836  1,109  1,946 

中間期末残

高相当額 
 647  1,147  1,794 

  

機械装置

及び運搬

具 

 
工具器具

及び備品 
 合計 

  百万円  百万円  百万円 

取得価額相

当額 
 1,498  2,254  3,753 

減価償却累

計額相当額
 740  881  1,621 

期末残高相

当額 
 757  1,373  2,131 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 697百万円

１年超  1,883百万円

合計  2,580百万円

１年以内    702百万円

１年超 1,181百万円

合計 1,884百万円

１年以内 696百万円

１年超 1,531百万円

合計 2,228百万円

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 373百万円

減価償却費相当額 342百万円

支払利息相当額 42百万円

支払リース料 373百万円

減価償却費相当額 374百万円

支払利息相当額 33百万円

支払リース料  748百万円

減価償却費相当額 685百万円

支払利息相当額 79百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっている。 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっている。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損

損失はない。  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．貸手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

２．貸手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額及

び中間期末残高 

２．貸手側 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

  

建物及

び構築

物 

 

機械装

置及び

運搬具 

 

工具器

具及び

備品 

 合計 

  百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額  2,068 1,664 1,391 5,124

減価償却

累計額 
 870 974 784 2,629

中間期末

残高 
 1,198 690 606 2,495

  

建物及

び構築

物 

 

機械装

置及び

運搬具

 

工具器

具及び

備品 

 合計 

  百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額  2,082 1,337 2,190 5,609

減価償却

累計額 
 1,168 787 1,105 3,061

中間期末

残高 
 914 549 1,084 2,548

  

建物及

び構築

物 

 

機械装

置及び

運搬具 

 

工具器

具及び

備品 

 合計 

  百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額  2,082 1,364 1,524 4,972

減価償却

累計額 
 1,000 704 911 2,616

期末残高  1,081 660 613 2,355

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内  1,591百万円

１年超  4,130百万円

合計 5,722百万円

１年以内 1,638百万円

１年超 3,718百万円

合計 5,357百万円

１年以内  2,138百万円

１年超 4,237百万円

合計 6,375百万円

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 444百万円

減価償却費 303百万円

受取利息相当額 140百万円

受取リース料 523百万円

減価償却費 518百万円

受取利息相当額 4百万円

受取リース料 959百万円

減価償却費 672百万円

受取利息相当額 286百万円

④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額と見積残存価額

の合計額からリース物件の購入

価額を控除した額を利息相当額

とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  （減損損失について）  

   リース資産に配分された減損

損失はない。   

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 3,889 9,857 5,968 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 30 23 △6 

合計 3,919 9,881 5,962 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,052 

優先出資証券 1,030 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 3,078 12,488 9,409 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 30 28 △2 

合計 3,109 12,516 9,407 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 758 

優先出資証券 1,030 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

    前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

    デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

    当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

    デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

    前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 3,534 9,509 5,975 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 30 24 △5 

合計 3,564 9,534 5,970 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 680 

優先出資証券 1,030 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 スワップ取引 4,000 △152 △152 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 スワップ取引 4,000 △111 △111 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 スワップ取引 4,000 △141 △141 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 
物流シス
テム事業 
（百万円） 

機械・プ
ラント事
業 
（百万円）

建築事業 
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
6,243 6,763 3,861 1,617 18,486 － 18,486 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
3 － 469 458 931 (931) － 

計 6,247 6,763 4,331 2,075 19,418 (931) 18,486 

営業費用 6,183 6,203 4,238 1,967 18,592 (734) 17,857 

営業利益 63 560 93 108 825 (197) 628 

 
物流シス
テム事業 
（百万円） 

機械・プ
ラント事
業 
（百万円）

建築事業 
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
10,270 6,825 2,271 1,948 21,316 － 21,316 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ － △0 476 476 (476) － 

計 10,270 6,825 2,271 2,425 21,792 (476) 21,316 

営業費用 10,028 6,655 2,242 2,259 21,185 (364) 20,820 

営業利益 242 170 28 165 606 (111) 495 

 
物流シス
テム事業 
(百万円) 

機械・プ
ラント事
業 
(百万円) 

建築事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
13,595 15,216 7,533 3,388 39,734 － 39,734 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
5 28 628 918 1,581 (1,581) － 

計 13,601 15,245 8,161 4,307 41,315 (1,581) 39,734 

営業費用 13,266 14,232 8,010 4,121 39,630 (1,244) 38,385 

営業利益 335 1,013 151 185 1,685 (337) 1,348 



 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業の主な製品 

(1）物流システム事業………搬送・仕分・制御等各種の物流システム機器並びに各種コンベヤ機器 

(2）機械・プラント事業……原油・ＬＮＧ・ＬＰＧ・その他の気体・液体用の貯蔵タンク 

(3）建築事業…………………集合住宅、事務所、店舗、倉庫等の各種建築物 

(4）その他事業………………リース・不動産賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は次の通りである。 

４．会計処理方法の変更及び償却年数の変更 

（当中間連結会計期間） 

リース資産の減価償却方法の変更及び償却年数の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（2）①に記載の通り、当中間連結会計期間よ

り、リース資産の減価償却の方法を経済的耐用年数による定率法からリース期間を償却年数とする定額法に変更

している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間のその他事業の営業費用

は18百万円多く、営業利益は同額少なく計上されている。  

そのうち、リース契約期間による定率法から定額法に会計処理方法を変更した部分の影響額は、51百万円の営

業利益の増加、また、償却年数を変更した部分の影響額は、69百万円の営業利益の減少である。 

なお、その他事業以外の事業についてはセグメント情報に与える影響はない。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略している。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 
前中間連結
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計
年度 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額（百万円） 
181 115 321 

当社の本社の総務部門等管理

部門に係る費用である。 

 東南アジア 中東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 407 1,349 1,406 3,162 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    18,486 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
2.2 7.3 7.6 17.1 

 東南アジア 中東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,828 903 1,099 3,831 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    21,316 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
8.6 4.2 5.2 18.0 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）東南アジア………インドネシア、マレーシア 

(2）中東………………イラン、カタール 

(3）その他の地域……トリニダードトバゴ、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、次の通りである。 

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

 東南アジア 中東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 636 4,112 2,232 6,980 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    39,734 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
1.6 10.4 5.6 17.6 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

181.83円     194.42円 173.57円 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

 5.99円      5.34円      7.31円 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益金額（百万円） 828 738 1,010 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益金

額（百万円） 
828 738 1,010 

期中平均株式数（千株） 138,350 138,299 138,335 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※１ 3,850   5,239   5,337   

２．受取手形  159   74   188   

３．売掛金  5,261   4,910   5,737   

４．たな卸資産  3,096   3,944   3,006   

５．短期貸付金  5,391   1,874   1,559   

６．その他  287   315   322   

貸倒引当金  △1,086   △218   △40   

流動資産合計   16,960 36.9  16,139 34.0  16,110 35.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※2,3          

(1）建物  3,488   3,040   3,162   

(2）土地  9,285   8,734   9,326   

(3）その他  609   538   547   

有形固定資産合計  13,383   12,314   13,036   

２．無形固定資産  179   147   166   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※３ 11,853   13,939   10,931   

(2）長期貸付金  726   3,666   3,976   

(3）その他 ※３ 3,088   2,750   2,913   

貸倒引当金  △284   △1,441   △1,411   

投資その他の資産合
計  15,384   18,915   16,410   

固定資産合計   28,947 63.1  31,376 66.0  29,613 64.8 

資産合計   45,908 100.0  47,516 100.0  45,724 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  604   779   613   

２．買掛金  305   212   358   

３．短期借入金 ※３ 7,337   7,444   7,788   

４．未払費用  1,288   1,096   1,727   

５．未払法人税等  51   36   108   

６．前受金  2,368   2,837   3,072   

７．賞与引当金  74   77   68   

８．受注工事損失引当
金  －   60   151   

９．その他  230   240   297   

流動負債合計   12,261 26.7  12,786 26.9  14,187 31.0 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※３ 2,304   769   1,199   

２．繰延税金負債  2,425   3,741   2,315   

３．再評価に係る繰延
税金負債  1,115   2,174   2,409   

４．退職給付引当金  2,361   1,702   1,763   

５．役員退職慰労引当
金  99   63   110   

固定負債合計   8,306 18.1  8,450 17.8  7,799 17.1 

負債合計   20,568 44.8  21,237 44.7  21,987 48.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   18,580 40.5  18,580 39.1  18,580 40.7 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  1,102   1,102   1,102   

資本剰余金合計   1,102 2.4  1,102 2.3  1,102 2.4 

Ⅲ 利益剰余金           

中間（当期）未処
分利益  517   784   374   

利益剰余金合計   517 1.1  784 1.7  374 0.8 

Ⅳ 土地再評価差額金   1,625 3.5  391 0.8  331 0.7 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   3,535 7.7  5,451 11.5  3,375 7.4 

Ⅵ 自己株式   △20 △0.0  △30 △0.1  △26 △0.1 

資本合計   25,340 55.2  26,279 55.3  23,737 51.9 

負債・資本合計   45,908 100.0  47,516 100.0  45,724 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  11,597 100.0  9,399 100.0  24,316 100.0 

Ⅱ 売上原価   10,430 89.9  8,488 90.3  22,183 91.2 

売上総利益   1,167 10.1  911 9.7  2,132 8.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   609 5.3  546 5.8  1,166 4.8 

営業利益   557 4.8  365 3.9  966 4.0 

Ⅳ 営業外収益 ※２  255 2.2  362 3.9  384 1.6 

Ⅴ 営業外費用 ※３  182 1.6  156 1.7  331 1.4 

経常利益   631 5.4  570 6.1  1,020 4.2 

Ⅵ 特別利益 ※４  59 0.5  633 6.7  372 1.5 

Ⅶ 特別損失 ※5,6  152 1.3  959 10.2  990 4.0 

税引前中間（当
期）純利益   538 4.6  244 2.6  402 1.7 

法人税、住民税及
び事業税  10   10   17   

法人税等調整額  4 14 0.1 △235 △225 △2.4 4 21 0.1 

中間（当期）純利
益   524 4.5  469 5.0  380 1.6 

前期繰越利益   －   374   －  

土地再評価差額金
取崩額   △6   △60   △6  

中間（当期）未処
分利益   517   784   374  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

 時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

原材料 

 移動平均法による原価法 

仕掛品、貯蔵品 

 個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）について

は、定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は次の通

りである。 

 建物     ３～50年 

 機械及び装置 10～15年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用している。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給のため、当

事業年度下期の支給見込額のう

ち、当事業年度上期に帰属する

部分の金額を計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給のため、翌

事業年度の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する部分の金

額を計上している。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 数理計算上の差異について

は、発生年度に全額を費用処理

している。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、発生年度に全額を費用

処理している。 

（追加情報） 

 平成17年４月１日より従来の

適格退職年金制度の一部を確定

拠出年金制度に移行している。

この制度移行による適格退職年

金制度の一部終了が翌事業年度

の財務諸表に与える影響額は退

職給付引当金の減少０百万円及

び同額の特別利益の計上であ

る。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内部規程に基づく当

中間会計期間末要支給額を計上

している。 

 (会計処理方法の変更) 

 役員退職慰労金は、従来、支

給時の費用として処理していた

が、役員退職慰労金を引当計上

する会計慣行の定着化を踏ま

え、また、役員退職時の一時的

な費用を役員の在任期間に適正

に配分することにより期間損益

の適正化を図るため、当中間会

計期間から内部規程に基づく当

中間会計期間末要支給額を引当

計上する方法に変更した。 

  この変更に伴い、当中間会計

期間発生額９百万円を販売費及

び一般管理費に、また、過年度

相当額89百万円については特別

損失に一括計上している。この

結果、従来の方法によった場合

と比較して、営業利益、経常利

益は９百万円、税引前中間純利

益は99百万円それぞれ減少して

いる。  

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内部規程に基づく当

中間会計期間末要支給額を計上

している。 

  

  

  

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内部規程に基づく当

期末要支給額を計上している。  

 (会計処理方法の変更)  

 役員退職慰労金は、従来、支

給時の費用として処理していた

が、役員退職慰労金を引当計上

する会計慣行の定着化を踏ま

え、また、役員退職時の一時的

な費用を役員の在任期間に適正

に配分することにより期間損益

の適正化を図るため、当期から

内部規程に基づく当期末要支給

額を引当計上する方法に変更し

た。 

  この変更に伴い、当期発生額

21百万円を販売費及び一般管理

費に、また、過年度相当額89百

万円については特別損失に一括

計上している。この結果、従来

の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益は21百

万円、税引前当期純利益は110百

万円それぞれ減少している。   

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (5）   ────── 

  

  

  

  (5）受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、手持ち受注工事のうち当中

間会計期間末において損失額を

合理的に見積もることができる

工事については、将来発生が見

込まれる損失額を引当計上して

いる。  

  

  

  

  (5）受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、手持ち受注工事のうち当期

末において損失額を合理的に見

積もることができる工事につい

ては、将来発生が見込まれる損

失額を引当計上している。 

 （追加情報）   

 受注工事の損失は、当期にお

いてより適正に工事原価の見積

もりを行った結果、将来の損失

の発生が見込まれる受注工事に

ついて損失見込額を引当計上す

ることとした。 

 この会計処理により、売上総

利益、営業利益、経常利益、税

引前当期純利益は151百万円それ

ぞれ減少している。    

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの一部について

は、従来、繰延ヘッジ処理によっ

ていたが、ヘッジ会計の要件が充

たされなくなったため、当該処理

を中止している。なお、金利スワ

ップについて特例処理の要件を充

たしている場合には特例処理を採

用している。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 為替予約取引及び金利スワ

ップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  

ヘッジ対象 

 外貨建予定取引及び借入金 

ヘッジ対象  

同左  

ヘッジ対象  

同左  

(3）ヘッジ方針 

 当社は、為替予約取引及び金

利スワップ取引について、取引

単体で積極的に投機目的で行わ

ず、為替相場変動リスク及び金

利変動リスクを回避する目的と

してのみ使用している。 

(3）ヘッジ方針  

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象のキ

ャッシュ・フローを事前に比

較・検討し、有効性を確認して

いる。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略してい

る。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっている。仮払消費税等

及び仮受消費税等は、相殺のう

え、流動資産の「その他」に含

めて表示している。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっている。 

(2）売上計上基準 

 着工の日から引渡の期日まで

の期間が１年以上にわたる長期

工事については工事進行基準

を、それ以外のものについては

完成基準及び引渡基準を採用し

ている。 

(2）売上計上基準 

同左 

(2）売上計上基準 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用している。

これにより、税引前中間純利益

が625百万円減少している。  

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間財務諸表等

規則に基づき、各資産の金額か

ら直接控除している。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１   ────── 

  

  

  

  

  

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、10,056百万円である。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りである。 

担保資産 

※１ 当座預金５万ＵＡＥディルハ

ム（１百万円）は、アラブ首長

国連邦における法人登録に関

し、同国経済計画省に差入れた

銀行保証状発行の見返りとして

発行銀行により拘束されてい

る。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、9,499百万円である。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りである。 

担保資産 

※１   ────── 

  

  

  

  

  

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額は、9,474百万円である。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに

担保付債務は次の通りである。 

担保資産 

建物 1,641百万円

機械及び装置 38百万円

土地  7,020百万円

計 8,701百万円

建物 1,537百万円

機械及び装置 33百万円

土地 6,496百万円

計 8,067百万円

建物 1,587百万円

機械及び装置 33百万円

土地 7,020百万円

計 8,641百万円

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

 上記のうち、工場財団抵当

に供している資産 

建物 823百万円

機械及び装置 38百万円

土地  5,983百万円

計 6,844百万円

建物 768百万円

機械及び装置 33百万円

土地 5,458百万円

計 6,260百万円

建物 794百万円

機械及び装置 33百万円

土地 5,983百万円

計 6,811百万円

 なお、土地は再評価後の金額

によるものである。 

 なお、土地は再評価後の金額

によるものである。 

 なお、土地は再評価後の金額

によるものである。 

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

短期借入金 1,030百万円

長期借入金 2,931百万円

計 3,961百万円

短期借入金 2,150百万円

長期借入金 1,410百万円

計 3,560百万円

短期借入金 1,180百万円

長期借入金 2,538百万円

計 3,718百万円

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

 上記のうち、工場財団抵当

に対応する債務 

短期借入金 530百万円

長期借入金 2,291百万円

計 2,821百万円

短期借入金 1,150百万円

長期借入金 1,270百万円

計 2,420百万円

短期借入金 680百万円

長期借入金 1,898百万円

計 2,578百万円

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

る。 

担保有価証券 

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

る。 

担保有価証券 

 担保に供している有価証券並

びに担保付債務は次の通りであ

る。 

担保有価証券 

投資有価証券

他 

3,379百万円 投資有価証券

他 

4,789百万円 投資有価証券

他 

3,599百万円

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

短期借入金 1,339百万円

長期借入金 957百万円

計 2,296百万円

短期借入金 1,169百万円

長期借入金 565百万円

計 1,734百万円

短期借入金 1,072百万円

長期借入金 912百万円

計 1,985百万円

 



前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

 ４ 偶発債務 

(1）下記の会社の銀行借入等に

対し、債務保証を行ってい

る。 

 ４ 偶発債務 

(1）下記の会社の銀行借入等に

対し、債務保証を行ってい

る。 

 ４ 偶発債務 

(1）下記の会社の銀行借入等に

対し、債務保証を行ってい

る。 

トーコーリース㈱ 2,405百万円

トーヨーミヤマ工

業㈱ 
 861百万円

トーヨーカネ

ツ ソリューショ

ンズ㈱ 

371百万円

トーヨーカネツイ

ンドネシア社 
77百万円

グローバルエイト

㈱ 
 48百万円

トーヨーカネツマ

レーシア社 
 15百万円

計 3,780百万円

㈱ティケイエル 1,358百万円

トーヨーミヤマ工

業㈱ 
936百万円

トーヨーカネツイ

ンドネシア社 
478百万円

トーヨーカネ

ツ ソリューショ

ンズ㈱ 

276百万円

グローバルエイト

㈱ 
96百万円

トーヨーカネツマ

レーシア社 
66百万円

計 3,213百万円

トーコーリース㈱ 1,877百万円

トーヨーミヤマ工

業㈱ 
1,009百万円

トーヨーカネ

ツ ソリューショ

ンズ㈱ 

324百万円

グローバルエイト

㈱ 
91百万円

トーヨーカネツイ

ンドネシア社 
75百万円

トーヨーカネツマ

レーシア社 
35百万円

計 3,413百万円

(2）下記の会社の銀行借入に対

し、保証予約を行っている。 

(2）下記の会社の銀行借入に対

し、保証予約を行っている。 

(2）下記の会社の銀行借入に対

し、保証予約を行っている。 

トーコーリース㈱ 49百万円 ㈱ティケイエル 29百万円 トーコーリース㈱ 39百万円

(3）下記の会社の銀行借入に対

し、経営指導念書を差し入れ

ている。 

(3）下記の会社の銀行借入に対

し、経営指導念書を差し入れ

ている。 

(3）下記の会社の銀行借入に対

し、経営指導念書を差し入れ

ている。 

トーコーリース㈱ 1,850百万円

ケイ・テクノ㈱ 130百万円

㈱トーヨーサービ

スシステム 
45百万円

計 2,025百万円

㈱ティケイエル 2,110百万円

ケイ・テクノ㈱ 200百万円

㈱トーヨーサービ

スシステム 
15百万円

計 2,325百万円

トーコーリース㈱ 2,128百万円

ケイ・テクノ㈱ 120百万円

㈱トーヨーサービ

スシステム 
30百万円

計 2,278百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 工事進行基準による売上高

は、5,911百万円である。 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りである。 

※１ 工事進行基準による売上高

は、4,796百万円である。 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りである。 

※１ 工事進行基準による売上高

は、12,198百万円である。 

※２ 営業外収益のうち主要なもの

は次の通りである。 

受取利息 76百万円

受取配当金  117百万円

受取利息   70百万円

受取配当金  173百万円

受取利息    146百万円

受取配当金    127百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りである。 

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りである。 

※３ 営業外費用のうち主要なもの

は次の通りである。 

支払利息 173百万円 支払利息    154百万円 支払利息    320百万円

※４    ────── ※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りである。 

※４ 特別利益のうち主要なものは

次の通りである。 

 投資有価証券売却

益 
   502百万円

再開発事業清算益 63百万円

投資有価証券売却

益 
   328百万円

※５    ────── 
※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りである。 

※５ 特別損失のうち主要なものは

次の通りである。 

  減損損失 625百万円

貸倒引当金繰入額 210百万円

関係会社株式評価

損 
103百万円

投資有価証券評価

損 
   263百万円

固定資産除却損   204百万円

特別退職金  161百万円

会員権評価損 120百万円

過年度役員退職慰

労引当金繰入額 
89百万円

※６    ────── ※６ 減損損失 

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上している。 

※６    ──────  

  場所 用途  種類  

千葉県木更津市遊休資産 土地、建物 

福島県西郷村他遊休資産 土地  

 

    （経緯）  

   遊休資産については、将来の

用途が定まっていないため減損

損失を認識している。 

  

    （減損損失の内訳）  

   減損損失の内訳は、次の通り

である。 

  

 土地   592百万円

建物   33百万円

計 625百万円

 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    （グルーピングの方法）  

   当社は、投資の意思決定単位

である事業部門及び賃貸資産を

基礎としてグルーピングを行っ

ているが、遊休資産について

は、個々の資産単位でグルーピ

ングを行っている。 

  

    （回収可能額の算定方法等）  

   遊休資産のうち土地の回収可

能価額については、正味売却価

額により算定しており、不動産

鑑定士による鑑定評価のほか、

公示路線価を使用している。 

   また、遊休資産のうち建物に

ついては、備忘価額により算定

している。 

  

 ７ 減価償却実施額  ７ 減価償却実施額  ７ 減価償却実施額 

有形固定資産 157百万円

無形固定資産 21百万円

有形固定資産    129百万円

無形固定資産   21百万円

有形固定資産    314百万円

無形固定資産   43百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
機械及

び装置 
 

工具器

具及び

備品 

 その他  合計 

  百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額相

当額 
 31 79 50 161

減価償却累

計額相当額 
 15 54 32 103

中間期末残

高相当額 
 15 25 17 58

  
機械及

び装置
 

工具器

具及び

備品 

 その他 合計 

  百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額相

当額 
 31 57 29 118

減価償却累

計額相当額 
 21 35 19 76

中間期末残

高相当額 
 9 21 9 41

  
機械及

び装置 
 

工具器

具及び

備品 

 その他  合計 

  百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額相

当額 
 31 84 50 166

減価償却累

計額相当額
 18 64 37 119

期末残高相

当額 
 12 20 13 46

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 29百万円

１年超 33百万円

合計 62百万円

１年以内   23百万円

１年超   21百万円

合計   45百万円

１年以内   24百万円

１年超   26百万円

合計   50百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 16百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料   13百万円

減価償却費相当額   11百万円

支払利息相当額  1百万円

支払リース料   36百万円

減価償却費相当額   32百万円

支払利息相当額   3百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はない。  

  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（重要な後発事象） 

    該当事項なし。 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 250 311 60 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 250 715 465 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 250 394 144 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第97期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２４日

ト ー ヨ ー カ ネ ツ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーヨーカネツ株式

会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、トーヨーカネツ株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 
  
追記情報 

 中間連結財務諸表の注記事項（会計処理方法の変更）に記載されているとおり、会社は、従来、役員退職慰労金を支給時の費用と

して処理していたが、当中間連結会計期間より内部規程に基づく中間連結会計期間末要支給額を引当計上する方法に変更した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 滝 日   徹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

ト ー ヨ ー カ ネ ツ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーヨーカネツ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、トーヨーカネツ株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 
  
追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることになるため、この基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（２）①に記載されているとおり、会社は、従来、リース資産の減価償

却方法及び償却年数を経済的耐用年数による定率法で処理していたが、当中間連結会計期間よりリース契約期間を償却年数とする定

額法に変更している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部   彰 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２４日

ト ー ヨ ー カ ネ ツ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーヨーカネツ株式

会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、トーヨ

ーカネツ株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表の注記事項（会計処理方法の変更）に記載されているとおり、会社は、従来、役員退職慰労金を支給時の費用として

処理していたが、当中間会計期間より内部規程に基づく中間会計期間末要支給額を引当計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 滝 日   徹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

ト ー ヨ ー カ ネ ツ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトーヨーカネツ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、トーヨ

ーカネツ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることになるため、この基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部   彰 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 
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